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テレビで配信される鉄道の交通障害情報は，視聴者の要不要に関わらず，放送エリア全体に配信され

る．そのため，利用者の多い路線の交通障害情報は優先的に配信されるものの，利用者の少ない路線の交

通障害情報は放送エリア全体への影響が小さいことから配信されない場合が多い．この課題に対して，既

存の地上デジタル放送のエリア限定強制表示技術を活用すると，交通障害が発生した路線の影響範囲に

絞って情報を配信できる．本研究は，交通ビッグデータを活用して鉄道路線の影響範囲を推定し，適切な

情報提供エリアを選定する手法を考案した．その結果，出勤・登校時の鉄道利用の流動を把握し，流動の

起終点と鉄道路線との関係から流動に対応する路線を推定することで，路線ごとの交通障害の情報提供エ

リアを時間帯ごとに選定できた． 

 

     Key Words: Digital Terrestrial Distribution, Traffic Big Data, Person Trip Survey,  

Traffic Disturbance Information, Railway Use 

 

 

1. はじめに 

 

テレビから配信される防災情報や鉄道路線の運転見合

わせ等の交通障害情報は，視聴者の要不要に関わらず，

放送を受信可能な全てのエリアで配信されている．その

ため，利用者の多い路線の交通障害情報は放送エリア全

体へ配信されるものの，利用者の少ない路線の交通障害

情報は放送エリア全体への影響が小さいことから配信さ

れない場合が多い．鉄道の輸送障害（列車の運休，旅客

列車の 30分以上の遅延等）の件数は，過去 30年におけ

る上位 3ヵ年のうち，2ヵ年が平成 29年および 30年と

なっており 1)，長期的に増加傾向にあるといえる．した

がって，交通障害が同時多発的に発生した場合，利用者

が大量の交通障害情報から必要な情報を探さなければな

らない状況，あるいは情報発信者側の判断で交通障害情

報が発信されずに利用者が情報を受け取れない状況の発

生が懸念される．これらの課題に対して，災害情報の配

信ではすでに実用化されている地デジ放送のエリア限定

強制表示技術 2)を用いると，市区町村ごとに必要に応じ

て情報を配信可能であると考えられる．一方，この配信

手法を実現するには，各路線の交通障害情報を必要とす

る視聴者の滞在地を把握する必要がある．現在，そのよ

うな分析手法は確立されていないものの，時間的・空間

的網羅性を有する交通ビッグデータを用いることで，交

通障害の発生箇所および発生時刻に応じた影響範囲を把

握できると考えられる． 

以上より，本研究の目的は，交通ビッグデータと既存

の統計調査とを組み合わせて，鉄道交通障害の路線およ
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び発生時刻に応じた情報提供エリアを選定する手法の開

発とした．具体的には，近畿圏を対象とし，パーソント

リップ調査（以下，「PT 調査」とする．）と携帯電話

網の運用データを基にしたモバイル空間統計®とを組み

合わせ，出勤・登校時の鉄道利用の流動を把握する．さ

らに，流動の起終点と鉄道路線の関係から流動に対応す

る路線を推定し，路線と市区町村とを紐づけることで交

通障害の情報提供エリアを路線・時間帯ごとに選定す

る． 

 

  

2. 研究方法 

 

本稿では，交通障害の発生箇所および発生時刻に応じ

た情報提供エリアを選定することを目的とし，鉄道を利

用する流動を分析する．まず，本章にて研究の対象エリ

ア，使用する交通ビッグデータの諸元および使用する統

計資料を示す．次に，3 章にて情報提供エリアの選定手

法を考案する．そして，4 章にて国勢調査を用いた簡易

的な選定結果との比較を実施する．最後に，5 章にて本

研究の結論と今後の課題を示す． 

 

(1) 研究対象 

研究対象エリアは，朝日放送テレビ株式会社の主要放

送エリアであり，都市圏PT調査が利用可能な近畿圏（2

府 4県）とした．また，研究対象とする鉄道路線は，鋼

索鉄道等を除外した鉄軌道路線のうち，近畿圏を通過す

る路線（111路線）とした． 

 

(2) 使用するデータの仕様 

交通ビッグデータとして，携帯電話網の運用データを

基にしたモバイル空間統計®の一種である人口流動統計

を使用した．人口流動統計は人々の移動に関する統計

データで，市区町村間やメッシュ間の流動人口（トリッ

プの OD 量）を把握できるデータである 3)．人口流動統

計の諸元を表-1 に示す．人口流動統計のデータは，2019

年 10月 23日（水）6時台，7時台および 8時台の発着時

刻別 OD量である．路線別の情報提供エリアを市区町村

単位で選定することを目指し，空間解像度を市区町村に

設定した．また，鉄道を利用する流動を分析するための

統計資料として，PT 調査を使用した．PT 調査データ

は，2010年の第 5回近畿圏 PT調査の拡大係数を 2015年

の住民基本台帳データに時点更新したものである．  

 

 

3.  情報提供エリアの選定手法の考案 

 

続いて，前章で示した人口流動統計および PT 調査を

使用して，流動の起終点と鉄道路線の関係から流動に対

応する路線を推定し，近畿圏における鉄道交通障害の情

報提供エリアを選定する手法を考案した．本章では，一

連の分析手順を説明する． 

 

(1) PT調査を用いた交通実態分析 

ここでは，PT 調査を用いて，出勤および登校目的の

トリップを分析した．まず，本研究の目的である交通障

害の情報提供は出勤および登校前のタイミングを想定す

るため，6時台，7時台および8時台を朝時間帯とし，ト

リップ目的別に集計した．近畿圏内の地域間流動を対象

とした全時間帯および朝時間帯に出発するトリップの目

的比率を図-1に示す．また，朝時間帯における出発時刻

別の目的比率を図-2に示す．図-1より，朝時間帯の地域

 

図-1 地域間流動の目的比率 

図-2 朝時間帯における出発時刻別の地域間流動の目的比率 

項目 諸元

統計種別 発着時刻別OD量（トリップ数）

対象日 2019年10月23日（水）

発着時間枠 6，7，8時台

発着時刻 発時間のみ

対象エリア
滋賀県，京都府，大阪府，

兵庫県，奈良県，和歌山県

空間解像度 市区町村

表-1 人口流動統計の諸元 
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間流動は概ね出勤および登校目的のトリップであり，出

勤または登校する人へ情報を提供するために朝時間帯の

流動に着目すべきことが確認できた．さらに，図-2 よ

り，朝時間帯では出発時刻が早いほど出勤および登校目

的のトリップの割合が大きいことを確認した． 

次に，交通手段として主に鉄道を利用するトリップの

割合である鉄道分担率の傾向を分析した．出勤および登

校目的のトリップにおける，出発・到着市区町村別の鉄

道分担率を可視化したものを図-3に示す．鉄道分担率は

都心周辺で大きく，地方部で小さいことが確認できた．  

さらに，出発地と到着地の組み合わせである ODペア

に関して，流動の中の「外れ値」となるものを除いて一

般性の高い流動に着目するため，優着トリップの観点か

ら鉄道利用トリップを抽出した．優着トリップとは，あ

る地域を出発する地域間流動の中で最も OD量が多い流

動である．近畿圏内の地域間流動のうち，鉄道利用ト

リップが 500 トリップ以上の流動を可視化したものを 

図-4 (a)に示す．さらに，各市区町村の第1優着から第10

優着までのODペアを可視化したものを図-4 (b)に示す．

図-4 (a)より，OD ペアごとに OD 量の閾値を設定して流

動を絞ると，都心周辺の流動に集中し，着目できない地

域が発生することが確認できた．また，図-4 (b)より，

優着トリップの観点に基づく分析によって，都心周辺だ

けでなく地方部を含む各市区町村を出発する主要な流動

に着目可能なことを確認した．このことから，利用者の

少ない地方部の路線を使用する流動も評価できる（地方

部も含めたエリア限定配信が検討できる）と考える． 

以上より，PT 調査を用いて近畿圏の交通実態を分析

し，朝時間帯の地域間流動は出勤および登校目的が主で

あること，鉄道分担率は都心周辺で大きく，地方部で小

さいことが確認できた．また，優着トリップの観点から

鉄道利用トリップを分析すると，地方部を含む各市区町

村を出発する主要な流動に着目できることを把握した． 

 

(2) 鉄道利用 OD量の推計 

本稿では，野崎ら 4)による手段別 OD 量推計手法を用

いて，鉄道利用 OD量を推計した．本手法は，国勢調査

による地域分類に応じて鉄道分担率を補正し，PT 調査

より算出した鉄道分担率と人口流動統計の OD量とを組

み合わせ，6時台，7時台および8時台の時間単位で鉄道

利用 OD 量を推計するものである．6 時台における推計

手順を図-5 に示す．詳細は参考文献 4)を参照されたい．

上記手順に基づき，各時間帯における推計した鉄道利用 

OD 量の内外率と国勢調査の内外率との相関係数を表-2

に示す．各時間帯において一定程度の正の相関が示され

たことから，推計手法が適当であることを確認できた．

そして，算出した鉄道利用 OD量を用いて，前節で示し

た優着トリップの観点から，各市区町村を出発する主要

な流動を抽出した．具体的には，各市区町村を出発する

流動の中で上位 10 位以内のOD量が多い流動を抽出し，

時間帯ごとに優着表を作成した．作成した優着表の一部

を表-3 に示す．以上より，交通ビッグデータを活用し

て，各市区町村を出発する主要な流動を抽出できた． 

 

(3) 路線検索サービスを用いた利用される路線の調査 

各鉄道路線の利用者の出発地を把握するため，路線検

索サービスを用いて ODペアごとに利用経路となる路線

を調査した．本調査の目的は，鉄道路線に応じて交通障

害の影響範囲を把握するために，OD ペアごとに利用さ

れる鉄道路線の傾向を把握することである．調査対象と

して，前節で作成した 6時台の優着表に含まれる ODペ

アのうち，滋賀県および大阪府を出発地とする ODペア

を選定した．調査したODペアは合計 512ペアである． 

調査手順は，まず，JTB 時刻表および駅乗降者数の情

報を用いて，市区町村ごとに代表駅を選定する．次に，

路線検索サービスの「Yahoo!路線情報」5)を使用し，OD

ペアの出発地から到着地までの経路を検索する．検索時

は出発市区町村および到着市区町村の代表駅間の経路を

検索する．そして，検索結果に表示される経路および路

線を記録する．以上の手順をODペアごとに繰り返す． 

 

(a) 発生側       (b) 集中側 

図-3 出勤・登校目的トリップの鉄道分担率 

(a) 500トリップ以上を抽出  (b)  第10優着以上を抽出 

図-4 近畿圏内における鉄道利用の地域間流動 
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調査時に設定した他の検索条件を表-4に示す．調査結

果の分析にあたり，任意の市区町村を発着するトリップ

は，その市区町村を通過する路線を実際の経路として利

用する可能性が高いと考える．そのため，図-6に示すよ

うに，OD ペアごとに出発市区町村または到着市区町村

を通過する路線は予め経路として利用されるとみなすこ

ととする．その結果，出発市区町村または到着市区町村

を通過する路線のみでは，調査対象の ODペアにおける

経路となる路線を網羅するのが困難であることが確認で

きた．そこで，路線を網羅することができない要因と考

えられる事項を以下に考察する． 

出発地

優着順 到着地
OD量

(トリップ)

1位 滋賀県草津市 850

2位 京都府京都市下京区 706

3位 滋賀県守山市 546

4位 滋賀県栗東市 486

5位 京都府京都市山科区 478

6位 京都府京都市南区 463

7位 大阪府大阪市北区 460

8位 京都府京都市東山区 412

9位 京都府京都市伏見区 405

10位 京都府京都市中京区 371

滋賀県大津市

表-3 鉄道利用トリップの優着表（6時台）の一部 

調査時の設定

平日の6:00出発

種別 ICカード優先

座席 自由席優先

歩く速度 少しゆっくり

表示順序 到着が早い順

新幹線・有料特急の使用可手段

検索条件

運賃

条件

日時

表-4 調査時の検索条件 

図-6 経路に利用されるとみなす路線の判定イメージ 

条件 相関係数

各時間帯
（補正有）

6時 0.629

7時 0.670

8時 0.372

6時7時8時合計（補正無） 0.735

6時7時8時合計（補正有） 0.749

表-2 国勢調査の内外率との比較における相関係数 

図-5 6時台における鉄道利用OD量の推計手順 
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a) 鉄道路線が通過していない市区町村 

鉄道路線が通過していない市区町村を発着する ODペ

アの路線の推定を要する経路が確認できた．路線を通過

しない市区町村を発着する ODペアは，隣接する市区町

村を通過する路線を利用していると考えられる． 

b) 盲腸線が通過する市区町村 

盲腸線とは，路線長が短く，かつ起点もしくは終点の

どちらかが他の路線に接続していない行き止まりの路線

である．対象圏域における盲腸線の例として，阪急伊丹

線が挙げられる．阪急伊丹線は南側の終着駅（塚口駅）

のみで他路線に接続しており，本調査の結果，塚口駅か

ら他路線が経路として使用されることが確認できた．上

記のように，出発市区町村と到着市区町村のみでは盲腸

線と接続する路線を推定できないといえる．  

c) 相互直通運転の考慮 

相互直通運転とは，都心や副都心への旅客輸送需要に

応えるため，複数の鉄道会社間で相互に相手の路線に電

車を直通運転することである 6)．これにより，都心や副

都心への足の確保，乗り換えの不便解消，ターミナル駅

の混雑緩和が図られる 6)．本調査より，出発市区町村ま

たは到着市区町村を通過している路線の直通運転先路線

が経路として使用されることが確認できたことから，出

発市区町村と到着市区町村のみでは直通運転先路線を推

定できないといえる． 

d) 路線が集中している都心周辺へ向かう経路 

路線が集中している政令指定都市のような都心周辺へ

向かう経路の場合，路線の選択肢が多く到着までの経路

を追いきれないケースが発生する．そのため，出発市区

町村と到着市区町村のみでは経路となる路線を推定でき

ないといえる． 

e) 路線が集中している都心周辺を通過する経路 

政令指定都市のような都心周辺での通過移動を伴う経

路では，前項と同様に路線の選択肢が多く，経路把握が

困難になるケースが発生する．特に大阪市などの政令指

定都市では駅数が多く，出発市区町村と到着市区町村の

みでは経路となる路線を推定できないといえる． 

 

(4) 情報提供エリアの選定手法の考案 

前節で確認した利用経路となる路線の傾向をもとに，

鉄道利用 OD量，路線・市区町村の位置および相互直通

運転の情報から，各路線における交通障害の情報提供エ

リアの選定手法を考案した．考案手法の選定手順を図-7

に示す．前節で示した，路線を網羅することができない

場合の対応策を手法に反映するためには，各市区町村を

通過する路線を判別する必要があることから，該当路線

を判別したうえで，政令指定都市および路線の特性から

ODペアと路線とを紐づける手順とした． 

まず，路線・市区町村の位置情報を用いて，各市区町

図-7 考案した情報提供エリアの選定手順 
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村を通過する路線を判別できるデータを作成する．次

に，作成したデータを用いて，(2)で作成した優着表に

おける各 ODペアの発着市区町村を通過する路線を判別

する．路線が通過しない市区町村は，隣接する市区町村

を通過する路線をその市区町村を通過する路線とみなし

て判別する．さらに，前節で述べた都心周辺へ向かう経

路を考慮し，政令指定都市に到着する ODペアと，その

政令指定都市を通過する路線とを紐づける．また，大阪

府を出発する OD ペアは，大阪市内を通過すると仮定

し，大阪市内を主に通過する路線と紐づける．そして，

盲腸線および相互直通運転の実施路線の情報を整理し，

各 ODペアと鉄道路線とを紐づける．具体的な手順を下

記に示す． 

 近畿圏内を通過する盲腸線および相互直通運転

の実施路線を整理 

 各ODペアに関して，出発市区町村または到着市

区町村を通過する路線に盲腸線が含まれる場合

は，OD ペアと，盲腸線が通過する他の市区町村

を通過する路線とを紐づけ 

 各ODペアに関して，出発市区町村または到着市

区町村を通過する路線が相互直通運転を実施し

ている場合は，ODペアと直通先路線とを紐づけ 

最後に，出発市区町村ごとに各 ODペアにおける路線の

判別結果および紐づけた結果を集約することで，路線ご

とに影響する市区町村を選定する． 

考案した手法を適用して情報提供エリアを選定し，一

部路線を対象としてケーススタディを実施した．対象路

線として，通常は交通障害情報が配信されない路線の情

報を提供することを考慮して JR 草津線を選定し，時間

帯ごとに可視化した（図-8）．その結果，主に地方部を

通過する路線では，面的な広がりがある地域を選定する

ことができた．以上より，考案手法を適用することで，

路線・時間帯ごとに近畿圏における鉄道交通障害の情報

提供エリアを選定できた． 

 

 

4.  国勢調査を用いた簡易的な選定結果との比較 

 

前章の考案手法による情報提供エリアの選定結果の傾

向や異なるデータを用いても結果の傾向が合致するかを

確認するため，国勢調査の従業・通学地で集計された

OD データを用いて情報提供エリアを選定した．具体的

には，交通ビッグデータである人口流動統計，PT 調査

および路線検索サービスから取得された情報を使用せ

ず，OD 量および路線・市区町村の位置情報から簡易的

に情報提供エリアを選定した． 

次に，本章の簡易的な手法による選定結果を参考情報

として，前章の考案手法による選定結果と比較した．前

章と同様に，通常は交通障害情報が配信されない路線の

情報を提供することを考慮し，JR 桜井線をケーススタ

ディの対象路線として選定した．比較結果を図-9 に示

す．いずれも，JR 桜井線が通過する奈良県および奈良

県付近の市区町村を情報提供エリアとする傾向が確認で

きることから，国勢調査を用いて簡易的に情報提供エリ

アを選定できるといえる．一方で，図-9より，前章の考

案手法による結果では，簡易的な手法による結果と比較

して，鉄道路線が通過していない市区町村よりも鉄道路

線が通過している市区町村が情報提供エリアとして選定

される傾向があることを確認できた．したがって，交通

ビッグデータを用いて，各市区町村の鉄道の利用傾向を

考慮した情報提供エリアを選定可能であり，交通ビッグ

データの時間的・空間的網羅性により，鉄道路線の需要

の変化等の社会・経済状況に応じて柔軟に情報提供エリ

アの更新が可能であることを確認した． 

(a) 6時台                  (b) 7時台                  (c) 8時台 

図-8 JR草津線の情報提供エリアの選定結果 

JR草津線 JR草津線 JR草津線

背景地図の出典：Google Maps 背景地図の出典：Google Maps 背景地図の出典：Google Maps
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5. おわりに 

 

本研究では，近畿圏を対象として，既存統計調査と交

通ビッグデータとを組み合わせることによって鉄道交通

障害の情報提供エリアの選定手法を考案した．考案手法

により，交通障害が発生した路線および時間に応じた情

報提供エリアを選定できた．これにより，交通障害情報

を真に必要とする利用者に効果的に提供可能となり，公

共サービスの質向上に大きく寄与すると考えられる． 

今後は，考案手法により選定した情報提供エリアの有

効性を検証する．具体的には，過去に発生した鉄道交通

障害の事例により，情報提供エリアを照合・評価するこ

とで，情報提供エリアの選定手法の有用性を検証する． 
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(a) 考案手法による選定結果（6時台）          (b) 国勢調査を用いた簡易的な選定結果 

図-9 JR桜井線の情報提供エリアの選定結果 

JR桜井線

背景地図の出典：Google Maps

JR桜井線

背景地図の出典：Google Maps
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